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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第64期

第２四半期
連結累計期間

第65期
第２四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 16,170 16,323 35,956

経常利益 (百万円) 1,289 1,291 3,470

四半期(当期)純利益 (百万円) 791 724 2,038

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,019 866 1,999

純資産額 (百万円) 29,020 30,144 29,643

総資産額 (百万円) 36,429 37,612 38,226

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 23.36 21.38 60.19

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 77.0 77.3 74.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 310 1,091 1,519

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △47 △402 △799

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △343 △217 △760

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 12,091 12,311 11,828

　

回次
第64期

第２四半期
連結会計期間

第65期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 18.96 15.99

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く環境は、国内では震災復興需要などによ

る景気回復傾向がみられるものの、海外では、欧州の財政危機問題や中国経済の減速などもあり依然不透

明な状況が続いております。

  このような環境の下、商品企画から開発、生産、販売までを各地域で行う地域事業体制の強化を進めて

おります。また、国内市場ではネットワークを利用した拡声、監視システムなどの高度なソリューション

の提供を実施しております。

  これらの結果、売上高は16,323百万円（前年同四半期比＋153百万円、0.9％増）となりました。利益に

ついては売上の伸張はあったものの販売費及び一般管理費の増加などにより営業利益は1,294百万円(前

年同四半期比△19百万円、1.5％減)となりました。経常利益は1,291百万円(前年同四半期比＋2百万円、

0.2％増)、四半期純利益は724百万円(前年同四半期比△67百万円、8.5％減)となりました。

　
　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本）

売上高は10,945百万円（前年同四半期比＋312百万円、2.9％増）、セグメント利益（営業利益）は

2,268百万円（前年同四半期比＋170百万円、8.1％増）となりました。

  非常用、防災関連の放送システムや監視カメラ等のセキュリティ商品が堅調に推移し、その中でも、

ネットワーク関連機器の売上が伸張しました。また利益面では、販売費及び一般管理費の増加はあった

ものの、売上の伸張などにより、セグメント利益は増加しました。

　
（アメリカ）

売上高は1,003百万円（前年同四半期比＋7百万円、0.8％増）、セグメント利益（営業利益）は8百万

円（前年同四半期比△0百万円、9.8％減）となりました。

  地域に密着した販売体制の再構築に取り組んでおりますが、売上高、セグメント利益は前年同四半期

並みとなりました。

　
（欧州・ロシア）

売上高は1,833百万円（前年同四半期比△74百万円、3.9％減）、セグメント利益（営業利益）は178

百万円（前年同四半期比△44百万円、20.1％減）となりました。

  欧州を中心に、中近東、東欧、ロシアにも注力し販売は堅調に推移しましたが、為替の円高の影響によ

り邦貨換算後の売上高は減少しました。利益面においても為替の円高の影響がありセグメント利益は

減少しました。
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（アジア・パシフィック）

売上高は1,862百万円（前年同四半期比＋292百万円、18.6％増）、セグメント利益（営業利益）は

248百万円（前年同四半期比＋47百万円、23.4％増）となりました。

  地域に密着した販売活動により売上は堅調に推移しました。利益面では、販売費及び一般管理費の増

加はありましたが、売上高の増加が固定費の増加を吸収し、セグメント利益は増加しました。

　
（中国・東アジア）

売上高は678百万円（前年同四半期比△384百万円、36.2％減）、セグメント利益（営業利益）は8百

万円（前年同四半期比△137百万円、94.2％減）となりました。

  中国では官公庁需要の遅延の影響もあり売上は伸び悩みました。利益面では、売上減少の影響を受け

てセグメント利益は減少しました。

　
(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は37,612百万円となり、期首に比べ613百万円の減少とな

りました。減少の主な要因は、資産の部では売上債権の回収が進み1,809百万円減少したことなどによる

ものです。負債及び純資産の部では、仕入債務の減少433百万円や、配当金の支払337百万円などにより減

少しました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は12,311百万円

となり、期首に比べ482百万円の増加となりました。

　
 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は1,091百万円となりました。たな卸資産の増加による資金の減少672百

万円や、法人税等の支払による資金の減少657百万円などがありましたが、税金等調整前四半期純利益

が1,291百万円や、売上債権の回収が進んだことによる資金の増加1,810百万円などにより資金が増加

しました。

　前第２四半期連結累計期間との比較では、法人税等の支払による資金の減少が338百万円多かったも

のの、たな卸資産の増加による資金の減少が592百万円少なかったことや売上債権の回収による資金の

増加が893百万円多かったことなどにより、780百万円の収入の増加となりました。

　
 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は402百万円となりました。生産子会社等の設備取得による資金の減少

385百万円などによるものです。

　前第２四半期連結累計期間との比較では、定期預金の預入による資金の減少が107百万円多かったこ

と、設備取得による資金の減少が217百万円多かったことなどにより、354百万円の支出の増加となりま

した。

　
 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は217百万円となりました。主に配当金の支払337百万円などによるもの

です。

　前第２四半期連結累計期間との比較では、短期借入金の増加額が123百万円多かったことなどにより、

125百万円の支出の減少となりました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

　
当社は、平成20年２月15日開催の取締役会において、「当社株式の大規模な買付行為への対応方針（買

収防衛策）」（以下、「本対応方針」という。）を決議し、導入いたしました。

なお、本対応方針は、平成23年６月28日開催の第63回定時株主総会において継続の承認を得ておりま

す。

基本方針の内容の概要は次のとおりとしております。

　
①　基本方針の内容の概要

　

当社は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社の取締役会の賛同を得ずに行われ

る、いわゆる「敵対的買収」であっても、企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概

に否定するものではありません。特定の者の大規模買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否かは、最

終的には当社株式を保有する当社株主の皆さまの判断に委ねられるべきものであると考えます。したが

いまして、当社取締役会としては、株主の皆さまの判断に資するために、大規模買付行為に関する情報が

大規模買付者から提供された後、これを評価・検討し、取締役会としての意見を取りまとめて開示するこ

とが必要と考えます。また、必要に応じて、大規模買付者と交渉したり、株主の皆さまへ代替案を提示する

ことも必要と考えます。

今後当社株式に対して企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するような大規模買付行為がなされる

可能性は否定できず、大規模買付行為が発生した場合に、株主の皆さまのために必要な情報や時間を確保

する重要性は他社となんら変わらないことから、当社取締役会は事前の対応策の導入が必要であると考

えます。
　

②　取組みの具体的な内容の概要

(ⅰ)会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み
　

当社は昭和９年の創業以来、業務用・プロ用の音響設備とセキュリティ設備の専門メーカーとして、神

戸の地から100ヵ国を超える世界の国々へ商品を送り続けてきました。ＴＯＡグループでは、長年培った

技術力やノウハウを武器に、商品の企画・開発から生産、販売、運営に至るまでの業務を一貫して手掛け

ています。“音”や“安全”を通じ、快適な暮らしを皆さまにお届けできるよう、音響、映像、ネットワー

クなどの分野でさらに技術力を高め、より良い商品を作り続けてまいります。

ＴＯＡは、世界でも稀な“音”の専門メーカーです。音響事業では、駅やデパートのアナウンス設備や、

コンサートホールのアンプ・スピーカーなど、多彩な音響機器を通じて快適な日常を支えています。例え

ば、高度な音響システム技術が必要な空港の放送設備です。国内でシェア90％以上を確保し、海外でも英

国ヒースロー空港など多くの空港への納入実績があります。
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セキュリティ事業では、防犯カメラシステムを中心とした防犯機器を扱っています。治安の悪化に伴

い、防犯機器の需要は銀行や商店などから、街頭、マンション、学校などへと広がりつつあります。社会の

安全を支えるこの分野を、当社では成長事業と位置付けています。

当社および当社グループは、今後も中長期的な視野に立ち、変革を続けていく中で、変えてはならない

当社の技術力とモノづくりへのこだわりの継承を大きな強みとして、技術力の拡大、蓄積、創造をかさね、

クオリティの高い製品とサービスを提供し、企業価値のさらなる向上を目指してまいります。
　

(ⅱ)基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み
　

当社取締役会は、大規模買付行為が、このような考え方を具現化した一定の合理的なルールに従って行

われることが、当社の企業価値・株主共同の利益に合致すると考え、次のとおり事前の情報提供に関する

一定のルール（以下、「大規模買付ルール」という。）を設定することといたしました。
　

大規模買付ルールの概要は次の通りであります。

(イ)情報の提供

大規模買付者は、大規模買付行為の前に、当社取締役会に対して予定する大規模買付行為に関する

必要かつ十分な情報（以下、「本必要情報」という。）を提供していただきます。
　

(ロ)取締役会による評価と意見の公表

当社取締役会は、大規模買付者が当社取締役会に対し本必要情報の提供を完了した後、最大60日間

（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）または最大90日間

（その他の大規模買付行為の場合）を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のため

の期間（以下、「取締役会評価期間」という。）として設け、その取締役会評価期間を公表し、大規模

買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。
　

(ハ)独立委員会の設置

本対応方針において、大規模買付者が当社取締役会に提供すべき情報の範囲の決定、大規模買付者

が大規模買付ルールを順守しているか否かの認定、大規模買付行為が企業価値・株主共同の利益を

著しく損なうか否かの認定、対抗措置の要否およびその内容の決定等については、その客観性、公正

性および合理性を担保するため、当社は、取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置しま

す。当社取締役会は、かかる独立委員会に対して上記の問題を必ず諮問することとし、独立委員会は、

諮問を受けた事項について審議し、その結果に応じて、当社取締役会に対して必要な勧告をすること

とします。

当社取締役会は、対抗措置の発動または不発動について決議を行うに際して、必ず独立委員会の勧

告手続を経なければならないものとし、かつ、独立委員会による勧告を最大限尊重するものとしま

す。
　

大規模買付行為がなされた場合の対応方針の概要は次のとおりであります。

　
(イ)大規模買付者が大規模買付ルールを順守する場合

大規模買付者が大規模買付ルールを順守する場合、当社取締役会は、大規模買付者から提供を受け

た情報を総合的に考慮・検討した結果、当該大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益に

資すると判断したときは、その旨の意見を表明します。他方、当該大規模買付行為に疑義や問題点が

あると考えたときは、当該買付提案について反対意見を表明し、または、代替案を提案します。これら

の場合には、当社取締役会は、当社株主の皆さまに対して、当該買付提案に対する諾否の判断に必要

な判断材料を提供させていただくにとどめ、原則として、当該大規模買付行為に対する対抗措置はと

りません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、当社株主の皆さまにおいて、当該買付提案お

よび当社が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等をご考慮のうえ、ご判断いただくことにな

ります。
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もっとも、大規模買付ルールが順守された場合であっても、当社取締役会において、当該大規模買

付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なう場合で、かつ、対抗措置を発動することが

相当であると判断したときには、当社取締役会は当社株主の皆さまの利益を守るために、当該大規模

買付行為に対する対抗措置として無償割当てによる新株予約権を発行する場合があります。かかる

場合の判断においては、外部専門家等および監査役の意見を参考に提供された本必要情報を十分に

評価・検討したうえ、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。
　

(ロ)大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合

大規模買付者が、大規模買付ルールを順守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわら

ず、当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益を守ることを目的として、無償割当てによる

新株予約権の発行を内容とする対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。なお、

対抗措置の発動を決定後に、大規模買付者が買付ルールを順守する旨を表明した場合は、対抗措置の

発動を取り消します。

大規模買付者が大規模買付ルールを順守したか否かの認定および対抗措置の発動の適否・内容に

ついては、外部専門家等の助言および監査役の意見も参考にしたうえで、独立委員会の勧告を最大限

尊重し、当社取締役会が決定します。
　

③　取組みの具体的な内容に対する当社取締役会の判断およびその理由
　

(ⅰ)買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

本対応方針は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益

の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（１.企業価値・株主共同の利益

の確保・向上の原則、２.事前開示・株主意思の原則、３.必要性・相当性の原則）を完全に充足していま

す。また、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化

を踏まえた買収防衛策の在り方」に関する議論も踏まえた内容となっており、合理性を有するものです。
　

(ⅱ)株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本対応方針は、大規模買付行為がなされた際に、大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆さまが

判断し、あるいは取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆さまのた

めに大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を確保・向上させるという目的をもって導入されるものです。
　

(ⅲ)株主意思を重視するものであること

本対応方針は、取締役会決議により導入されたものですが、そのことについての株主の皆さまのご意思

を確認させていただくため、平成20年６月27日開催の第60回定時株主総会において、付議され、承認可決

しております。また、本対応方針は、有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により廃止す

ることが可能です。このように、本対応方針には、株主の皆さまのご意思が十分に反映されることとなっ

ております。
　

(ⅳ)合理的な客観的要件の設定

本対応方針は、大規模買付者による買付提案に応じるか否かが、最終的には株主の皆さまの判断に委ね

られるべきであることを原則としており、合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ対抗措置が

発動されないように設定されております。このように、本対応方針は取締役会による恣意的な対抗措置の

発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。
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(ⅴ)独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、本対応方針の導入にあたり、取締役会または取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆さまのた

めに、対抗措置の発動および本対応方針の廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関と

して独立委員会を設置します。

実際に当社に対して大規模買付行為がなされた場合には、独立委員会が、大規模買付行為が当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれがあるか否か等を評価、検討し、取締役会に対して勧告を行

い、取締役会はその勧告を最大限尊重して決議を行うこととします。このように、独立委員会によって、取

締役会の恣意的行動を厳しく監視するとともに、その判断の概要については株主の皆さまに情報開示を

することとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する範囲で本対応方針の透明な運

営が行われる仕組みが確保されています。
　

(ⅵ)デッドハンド型買収防衛策ではないこと

本対応方針は、株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によりいつでも廃止することがで

きるものとされており、大規模買付者が、自己の指名する取締役を株主総会で選任し、かかる取締役で構

成される取締役会により、本対応方針を廃止することが可能です。

したがって、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもな

お、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

　
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,429百万円であります。

　なお、これらの研究開発活動は全報告セグメントを対象とするものであり、その成果として、当第２四半

期連結累計期間に発売した主な新商品は以下のとおりです。

　
・統合連絡システム「パケットインターカムシステム」を拡充し、壁面に設置して通話や呼び出しを

可能にする端末など、各種端末を発売いたしました。「パケットインターカムシステム」はIPネット

ワークに接続でき、施設内やイントラネットなどで接続された拠点間での通話や、放送設備と連動し

た館内放送などの機能を持った統合連絡システムです。当第２四半期連結累計期間に発売した新商

品は、端末表面の耐薬品性を高め、病院の手術室などへの設置に適合させたハンズフリー端末の他、

小規模システム向けのアナログ標準端末、通話機能の組込用IPドア端末ボードの計3機種です。 

・防犯カメラ「CVカメラ」シリーズを拡充し、7機種を発売いたしました。「CVカメラ」シリーズは、コ

ストパフォーマンスに優れた防犯カメラシリーズで、使用用途に合わせた幅広いラインアップが特

徴です。発熱ロスの少ない「定電圧方式」を採用し、当社「定電流方式」のシステムと比較して4割

以下の電力しか使用しない省電力設計で、節電にも貢献します。当第２四半期連結累計期間に発売し

た新商品は、水平解像度540TV本の高画質を実現し、新筐体を採用した屋外箱型モデルで、機能別、電

源方式別、レンズ焦点距離別に6機種と、撮影機能の無いダミーカメラ1機種の計7機種です。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 78,820,000

計 78,820,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,536,63535,536,635
東京証券取引所
大阪証券取引所
(各市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 35,536,63535,536,635― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年９月30日 ― 35,536,635 ― 5,279 ― 6,808
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(6) 【大株主の状況】

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 3,322 9.35

中　谷　忠　子 兵庫県神戸市須磨区 2,658 7.48

ＴＯＡ取引先持株会 兵庫県神戸市中央区港島中町７丁目２番１号 2,202 6.20

井　谷　憲　次 兵庫県芦屋市 1,693 4.76

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,681 4.73

シスメックス株式会社 兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通１丁目５－１ 1,457 4.10

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 1,188 3.35

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 1,165 3.28

公益財団法人中谷医工計測技術
振興財団

東京都品川区大崎１丁目２番２号アートヴィ
レッジ大崎セントラルタワー

1,040 2.93

井　谷　博　一 兵庫県神戸市中央区 993 2.80

計 ― 17,402 48.97

(注) １　上記のほか当社所有の自己株式1,669千株（4.70％）があります。  

２　上記のうち所有株式数のうち、信託業務に係わる株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 3,322千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,165千株

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,669,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式33,645,000 33,645 ―

単元未満株式 普通株式 222,635 ― ―

発行済株式総数 35,536,635 ― ―

総株主の議決権 ― 33,645 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には当社保有の自己株式243株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ＴＯＡ株式会社

兵庫県神戸市中央区港島
中町７丁目２番１号

1,669,000 ─ 1,669,0004.70

計 ― 1,669,000 ─ 1,669,0004.70

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年７月１日

から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,327 12,252

受取手形及び売掛金 ※１
 8,082

※１
 6,272

有価証券 900 1,400

商品及び製品 4,108 4,459

仕掛品 882 1,105

原材料及び貯蔵品 1,619 1,732

その他 938 890

貸倒引当金 △109 △84

流動資産合計 28,750 28,028

固定資産

有形固定資産 6,093 6,255

無形固定資産 812 751

投資その他の資産 2,570 2,576

固定資産合計 9,475 9,583

資産合計 38,226 37,612

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,001 2,567

短期借入金 222 363

未払法人税等 586 340

引当金 333 387

その他 1,963 1,299

流動負債合計 6,106 4,958

固定負債

長期借入金 53 52

退職給付引当金 1,752 1,795

その他 669 661

固定負債合計 2,476 2,509

負債合計 8,582 7,467

純資産の部

株主資本

資本金 5,279 5,279

資本剰余金 6,866 6,866

利益剰余金 19,113 19,499

自己株式 △967 △968

株主資本合計 30,292 30,676

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 601 616

為替換算調整勘定 △2,253 △2,226

その他の包括利益累計額合計 △1,651 △1,609

少数株主持分 1,002 1,076

純資産合計 29,643 30,144

負債純資産合計 38,226 37,612
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 16,170 16,323

売上原価 8,496 8,492

売上総利益 7,674 7,831

販売費及び一般管理費 ※１
 6,360

※１
 6,536

営業利益 1,314 1,294

営業外収益

受取利息 13 11

受取配当金 23 25

受取保険金及び配当金 26 25

その他 31 24

営業外収益合計 95 86

営業外費用

支払利息 6 7

為替差損 107 75

その他 5 6

営業外費用合計 119 89

経常利益 1,289 1,291

税金等調整前四半期純利益 1,289 1,291

法人税等 404 470

少数株主損益調整前四半期純利益 884 821

少数株主利益 93 96

四半期純利益 791 724
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 884 821

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △46 15

為替換算調整勘定 181 30

その他の包括利益合計 134 45

四半期包括利益 1,019 866

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 912 766

少数株主に係る四半期包括利益 106 99
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,289 1,291

減価償却費 324 342

退職給付引当金の増減額（△は減少） △9 43

受取利息及び受取配当金 △37 △36

為替差損益（△は益） 16 △5

支払利息 6 7

製品保証引当金の増減額（△は減少） △158 △39

売上債権の増減額（△は増加） 916 1,810

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,265 △672

仕入債務の増減額（△は減少） △156 △434

未払金の増減額（△は減少） △196 △392

その他 △135 △199

小計 595 1,715

利息及び配当金の受取額 37 36

利息の支払額 △4 △4

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △318 △657

営業活動によるキャッシュ・フロー 310 1,091

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △66 △174

定期預金の払戻による収入 232 235

有形固定資産の取得による支出 △168 △385

有形固定資産の売却による収入 3 2

無形固定資産の取得による支出 △39 △76

貸付金の回収による収入 2 1

その他 △10 △5

投資活動によるキャッシュ・フロー △47 △402

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 20 143

自己株式の取得による支出 △0 △1

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △16 △22

配当金の支払額 △338 △337

少数株主への配当金の支払額 △9 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △343 △217

現金及び現金同等物に係る換算差額 124 11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 43 482

現金及び現金同等物の期首残高 12,047 11,828

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 12,091

※１
 12,311
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【会計方針の変更等】
　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

　　減価償却方法の変更

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この変更に伴う損益に与える影響額は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　　税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 144百万円 188百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

販売諸経費 926百万円 1,005百万円

給料及び福利費 3,647  〃 3,668  〃

退職給付費用 239  〃 207  〃

賃借料 330  〃 336  〃

賞与引当金繰入額 46  〃 75  〃

減価償却費 154  〃 164  〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金及び預金 12,314百万円 12,252百万円

譲渡性預金
（有価証券勘定）

900  〃 1,400  〃

預入期間が３か月を超える
定期預金

△1,122  〃 △1,341  〃

現金及び現金同等物 12,091百万円 12,311百万円
　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 338 10.00平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月１日
取締役会

普通株式 338 10.00平成23年９月30日 平成23年12月２日 利益剰余金

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 338 10.00平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年11月１日
取締役会

普通株式 338 10.00平成24年９月30日 平成24年12月４日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額
(注)

四半期連
結損益計
算書計上
額日本 アメリカ

欧州・
ロシア

アジア・パ
シフィック

中国・
東アジア

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 10,632 995 1,908 1,570 1,06216,170 ― 16,170

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

2,535 10 2 1,299 1,258 5,105△5,105 ―

計 13,1681,005 1,910 2,870 2,32121,276△5,10516,170

セグメント利益
（営業利益）

2,097 9 222 201 145 2,677△1,363 1,314

(注)　セグメント利益の調整額△1,363百万円には、セグメント間取引消去4百万円及び各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△1,367百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門

に係る費用であります。

　

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額
(注)

四半期連
結損益計
算書計上
額日本 アメリカ

欧州・
ロシア

アジア・パ
シフィック

中国・
東アジア

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 10,9451,003 1,833 1,862 678 16,323 ― 16,323

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

2,379 45 3 1,369 1,233 5,031△5,031 ―

計 13,3241,049 1,837 3,232 1,91121,355△5,03116,323

セグメント利益
（営業利益）

2,268 8 178 248 8 2,711△1,417 1,294

(注)　セグメント利益の調整額△1,417百万円には、セグメント間取引消去42百万円及び各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△1,460百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門

に係る費用であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 23円36銭 21円38銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額(百万円) 791 724

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 791 724

普通株式の期中平均株式数(株) 33,870,417 33,868,321

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第65期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）中間配当については、平成24年11月１日開催の

取締役会において、平成24年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間

配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 338百万円

②　１株当たりの金額 10円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成24年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成24年11月８日

ＴＯＡ株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　和　　田　　朝　　喜　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　　本　　健 一 郎　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴＯ
Ａ株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成
24年７月１日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月
30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結
包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＯＡ株式会社及び連結子会社の平成24年９
月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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